
2

アウトプット（活動⽬標) アウトカム(成果⽬標) インパクト(国⺠・社会への影響）、⽬指すべき姿

専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業
経済財政運営と改⾰の基本⽅針2024（令和6年6⽉21⽇閣議決定）
第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成⻑の実現
（４）科学技術の振興・イノベーションの促進
・急速な社会変化への対応を⾒据え、価値創造の源泉たる⼈への投資を加速
し、イノベーション⼈材の育成を強化する。初等中等教育段階における探求
的・⽂理横断的・実践的な学びの推進や理数系教育の推進、情報教育の強
化・充実とともに、成⻑分野への学部再編等や半導体の先端技術に対応した
⾼専教育の⾼度化・国際化を始めとする⼤学・⾼専・専⾨学校の機能強化を
図る。

 産業や社会構造の変化、グローバル化等が進む中で、経済社会の⼀層の発展を
期すためには、経済再⽣の先導役となる産業分野の雇⽤拡⼤や⼈材移動を円
滑に進めるとともに、個⼈の可能性を最⼤限発揮し、⽇本再⽣・地域再⽣を担う
中核的役割を果たす専⾨⼈材の養成が必要不可⽋。

 また、実際の教育現場では、専⾨学校における学びの質を⾼めるため、より早い
時期からキャリア意識、専⾨知識を涵養できるようなアプローチが必要との声がある。

背景・課題

事業概要 専修学校等に委託を⾏い、各職業分野において今後必要となる新たな教育モデルを形成するとともに、各地域から⼈的・物的
協⼒などを得ることでカリキュラムの実効性、事業の効率性を⾼めつつ、各地域特性に応じた職業⼈材養成モデルを形成する。

キャリア意識、専⾨知識の涵養 専修学校教育の質の向上

これからの時代に求められる多⾯的・重層的な諸課題に対応したプログラムの開発

専修学校と産業界、⾏政機関等との連携を発
展させ、諸課題に対応した教育内容の充実を
図ることで、地域の中核的な職業教育機関であ
る専修学校の⼈材養成機能を向上

開発したモデルカリキュラム等を活⽤し、全国の専
修学校が⾃らの教育カリキュラムを改編・充実

社会に求められる⼈材ニーズに基づいた教育モデル
カリキュラムの構築

⾼・専⼀貫
プロジェクト

職業⼈材確保
プロジェクト

16か所18か所

888百万円令和7年度予算額
）952百万円（前年度予算額

担当︓総合教育政策局⽣涯学習推進課

新たな社会的ニーズに応じた専⾨的職業⼈材を育成するため、専⾨学校と⾼等
学校、教育委員会等の⾏政及び企業が協働で、⾼・専⼀貫の教育プログラム
を開発するモデルを構築。コーディネーターを中⼼に、⾼等学校と専⾨学校が出
⼝を⾒据えた⼀貫したカリキュラムを開発。分野横断連絡調整会議において、モ
デル間の横串を刺し、体系的に成果を整理、普及・定着⽅策を検討。

(モデル:16か所×23百万円）
(連絡調整会議:1か所×29百万円）

中等教育段階から⾼等教育段階（専⾨学校）への接続

専修学校において、地域に「学びたい内容」を維持し、18歳以外も積極的に取り
込む等、⼈⼝減少地域の活性化につながる取組モデルを構築するとともに、クリ
エーター⼈材や伝統⽂化⼈材の育成等、国家戦略に特化した教育カリキュラム
を開発。専修学校における職業⼈材養成の実態や取組状況について全国的な
調査を⾏うほか、分野横断連絡調整会議においてモデル間の横串を刺し、体系
的に成果を整理、普及・定着⽅策を検討。

(モデル:18か所×24百万円）
(調査研究:1か所×21百万円）

(連絡調整会議:1か所×29百万円）

⼈⼝減少地域の職業⼈材を確保するための専修学校の振興 新規
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⼈⼝減少地域の職業⼈材を確保するための専修学校振興プログラム
（「専修学校による地域産業中核的⼈材養成事業」のメニューとして実施） 480百万円令和7年度予算額

（新 規）

事業内容

現状・
課題
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担当︓総合教育政策局⽣涯学習推進課 
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⼈⼝減少地域の職業⼈材を確保するため
の専修学校の教育モデル ⇒ １８か所

開発したカリキュラム等を活⽤し、全国の専修学校が
⾃らの教育カリキュラムを改編・充実。

社会の変化に応じた再編等の推進とともに、教育
の質が確保された専⾨学校の増。地域や産業の
ニーズに応じた職業⼈材を確保。

①18歳⼈⼝の減少と地域格差の拡⼤ ②地元以外への進学理由 ③専⾨学校⼊学に伴う県外流出

※リクルート「⾼校⽣の進路選択に関する調査（進学センサス）2022」より※リクルート進学総研マーケットリポート2023、リクルートワークス研究所未来予測2040より
⾼校⽣が地元以外の学校に進学する理由は、⾏きたい
学校や学びたい分野を学べる学校が地元にないから。
➣ 割合として、⼤都市圏は低く、それ以外の地域が⾼い。

➣ 地域で格差。東京や愛知、福岡を除いて地元残留率が低く、⼈⼝減少率が⾼い。

①⼈⼝減少地域の職業⼈材を確保するための専修学校の教育モデル開発
(1)地域活性化型 件数・単価︓８分野×２か所×約２４百万円
［地域に「学びたい内容」を維持する取組］
○AIや遠隔授業、成績評価のDX等を活⽤し、離島や⼈⼝減少地域における、教員不⾜への
対応と教育の質の向上を図るモデル
○看護等、エッセンシャルワーカーとしての⼈材需要と確かな職業教育の実績があるにも関わらず
地域で失われつつある学校について、専攻科の設置や⼤学編⼊学も含め、魅⼒向上を図り地
域の職業⼈材育成の砦として⽣き残りを図るモデル

［18歳以外を積極的に取り込む取組］
○特別な⽀援が必要な者を受け⼊れ、資格取得等を通じて、地域での活躍を図るモデル
○企業の現職研修の受け⼊れにより、⼈⼿不⾜産業へ⼈材供給するモデル
○就職⽀援（求⼈票等）のDX等により、学校事務の負担軽減や違法求⼈の排除とともに、
早期離職した卒業⽣を含めた地域の⼈材循環を⽬指すモデル

(2)国家戦略付随型 件数・単価︓２か所×約２４百万円
○⼤規模企業誘致（半導体等）に成功した地域におけるカリキュラム開発
○国家的な戦略（クリエーター⼈材、伝統⽂化⼈材育成等）へ対応するカリキュラム開発

【想定される経費の⽤途】
○課題整理や進捗管理、関係者間の全体調整等のコーディネート経費
○地域や学習者におけるニーズ調査、先⾏事例調査等を⾏うための経費
○地域の企業等と連携、AI技術等を取り⼊れた実習を⾏うための経費
○成績評価や就職⽀援業務等のDX、省⼒化と質向上を図るための経費 等

②分野横断連絡調整会議の実施 件数・単価︓１か所×約２９百万円

③⼈⼝減少地域の職業⼈材を確保するための専修学校の教育モデルに係る調査研究
件数・単価︓１か所×約２１百万円

➣ 社会的移動と出⽣数の低下により、18歳⼈⼝が減少。

➣ ⽣活に必要なサービスの維持が困難となる地域が多数（千葉・東京・神奈川・⼤阪・福岡以外）。

専⾨学校⼊学者21万3千⼈のうち他県出⾝

➣ その中でも東京・⼤阪・福岡の専⾨学校に
⼊学した者（他県から流出した者）は4万
4千⼈と流⼊の7割を占める。

者は6万5千⼈。

充⾜率(％)＝労働供給推計量÷労働需要推計量×100。
充⾜率が96.0%以上は「充⾜」と表記。

希望の進学先がないことで地域
から流出する者を減少させ（選ば
れる専修学校づくり）、地域におけ
る⽣活サービスの維持・向上につな
げる（地域への貢献）。

東京・⼤阪・福岡

44,153⼈

その他の道府県

21,316⼈

出⾝者

⾃県出⾝者

海外
の専⾨学校に⼊学

の専⾨学校に⼊学

他県

※⽂部科学省調べ(2023)

専⾨学校⼊学者の
出⾝地

N=212,910⼈
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